
基 本 方 針

市町村が運営する国民健康保険（以下「国保」という。）は、被用者保険加入

者等を除く全ての者を被保険者とする公的医療保険であり、我が国が世界に誇

る国民皆保険の最後の砦として、国民の健康の保持増進に大きく貢献している。

しかしながら、「年齢構成が高く医療費水準が高い」「財政運営が不安定にな

るリスクの高い小規模の保険者の存在」など構造的な課題を抱えており、制度

の安定化を図るために、平成３０年度には、都道府県を財政運営の責任主体と

し、市町村とともに保険者となる制度改革が行われた。

本県におけるこの改革は、県と市町村の協力の下で概ね順調に実施されてい

るが、全国に先駆けて、人口減少・高齢化社会に突入している本県では、財政

運営が不安定になるリスクの高い小規模の保険者が、今後、ますます増加して

いくことが見込まれている。

また、被保険者から見ると、保険給付が全国共通の制度であるにもかかわら

ず、保険料の水準は各市町村の事情や判断で決定されていることから、住所地

の市町村によって保険料負担に格差が生じている。

こうした課題を解決し、県内の国保を将来にわたって、安定的、公平に運営

していくためには、平成３０年度に行われた制度改革の趣旨を深化させ、市町

村ごとで支え合っている現在の仕組みから、県全体で支え合う仕組みに転換す

る保険料水準の統一が必要である。

さらには、保険料水準の統一と併せて、これまで市町村ごとの努力により実

施されてきた収納率の向上や、保険料負担の抑制に向けた医療費適正化等に、

県と市町村が一体となって取り組むことや、県内のどこに住んでいても安心し

て医療サービスが受けられる体制の確保なども求められている。

地方分権の観点からは、市町村ごとの運営が望ましいと考えることもできる

が、保険の技術を利用して医療保障を確保している国保においては、人口減少

等に対応するために、より大きな枠組みを構築し、安定的な運営を目指してい

く必要がある。

よって、ここに高知県及び県内市町村は、一つの共同体としての意識を持ち、

将来における被保険者全体の利益という視点に立って、理念や方向性を共有し、

思いを一つにして、次の事項の実現を目指していくこととする。



一 県内国保の保険料水準を統一し、「県内のどの市町村に住んでいても、同じ

所得、同じ世帯構成であれば同じ保険料」とする

一 令和６年度から国保事業費納付金の配分に医療費水準を反映させないこと

とし、６年間の経過措置期間を設けたうえで、令和１２年度に保険料水準を

統一する

一 県は、保険料水準の統一に伴う被保険者の保険料負担の急激な増加を抑制

するために、国保事業費納付金が増加する市町村に対し、激変緩和措置を講

ずる

一 各市町村は、保険料水準を統一する目標年度までのできるだけ早い時期に

赤字繰入等を解消する

一 県及び各市町村は、統一保険料の増加の抑制に向けて、収納率の向上やデ

ータ分析等に基づく効果的な保健事業の実施等による医療費の適正化に取り

組む

一 県は、被保険者の保険料負担の公平化に併せて、「保険料負担あって医療な

し」とならないように、県内各地域の医療機会の確保に努める

一 県及び各市町村は、効率的な事務の執行及び複雑で多岐にわたる国保事務

のノウハウの確保に向けて、事務の広域化・標準化に取り組む

一 保険料水準の統一に向けた取組が、適切かつ着実に実施されていることを

確認するために、令和８年度を目途に取組の中間確認を行い、場合によって

は、統一の目標年度を含む取組の見直しについて検討する

一 引き続き県と市町村で丁寧に議論を行いながら取組を進める

以上について、ここに確認する。
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